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〇 設立 2016年10月NPO法人化認証（東京都）/11月1日設立 ※2019年12月「認定NPO法人」取得
〇 代表理事 栗田暢之 事務局長 明城徹也
〇 災害時のボランティア・NPO等の「活動支援」や多様な支援主体との「活動調整」を行う全国域の災害中間支援組織

・行政・NPO・ボランティア等の三者連携・協働タイアップ宣言
・『避難生活支援・防災人材育成エコシステム』の構築に向けた
具体化検討会座長
・「災害時の連携を考える全国フォーラム」共催など

2015年 関東・東北豪雨（茨城県） ※ JVOAD準備会
2016年 熊本地震 ※ JVOAD準備会

台風10号（北海道、岩手県）
2017年 九州北部豪雨（福岡県、大分県）
2018年 大阪北部地震

西日本豪雨（岡山県、広島県、愛媛県）
北海道胆振東部地震

2019年 8月豪雨（佐賀県、福岡県）
台風15号・19号（千葉県、長野県、宮城県など）

2020年 令和2年7月豪雨（熊本県、大分県など）
2021年 福島県沖地震（福島県、宮城県）・2022年も

7月大雨（静岡県）、8月大雨（佐賀県、福岡県）
2022年 8月大雨（新潟県など）、台風14号（宮崎県）

台風15号（静岡県）

○「平成29年度防災功労者防災担当大臣表彰」
熊本地震での功績

○「令和2年度防災功労賞内閣総理大臣表彰」

災害支援の分野で功績が顕著
○天皇陛下御下賜金授与（御即位に伴う下賜・全国2団体）
○「大規模自然災害等の被災地域支援活動に対する災害対応

支援環境大臣表彰」平成30年～令和2年までの功績

活動調整を行った主な災害 功績

19都道府県において災害中間支援組織が設置され、地元行政・社協・
NPO等のさらなる連携促進のための伴奏支援等を行っている。今後、
さらに拡大していく予定

自治体とのつながり

内閣府との連携

災害支援の文化を創造する

概要

認定特定非営利活動法人
全国災害ボランティア支援団体ネットワーク

・「防災推進協議会」会員
・「支援の質とアカウンタビリティ向上ネットワーク（JQAN）」会員

その他機関との連携

山本防災担当大臣とのタイアップ
宣言調印【2019年5月21日】

天皇陛下御下賜金授与を武田防災
担当大臣に報告
【2020年4月28日】
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2011 東日本大震災 推計3000団体？ （一部の自治体では行われていた）災害VC約155万人、NPO等を経由525万人

2015 関東・東北豪雨 約70団体 常総市災害支援情報共有会議

2016 熊本地震 約300団体
熊本地震・支援団体火の国会議
災害VC約12万人、NPO等を経由約11万人（40%回収）
（県域＋益城町、御船町、阿蘇市、南阿蘇村など）

2017 九州北部豪雨 約150団体 九州北部豪雨支援者情報共有会議（県域＋朝倉市・日田市）

2018

大阪北部地震 約40団体 おおさか災害支援ネットワーク（OSN）災害時連携

西日本豪雨
約160団体
約100団体
約30団体

災害支援ネットワークおかやま会議（県域＋倉敷）
平成30年7月豪雨災害支援ひろしまネットワーク会議
えひめ会議（県域＋西予、宇和島）

北海道胆振東部地震 約50団体 支援団体情報共有会議

2019

令和元年８月豪雨 約120団体 葉隠会議（佐賀）・情報共有会議（福岡）

房総半島台風 約50団体 災害支援関係者打合せ会（千葉）・技術系団体による会議

東日本台風 約500団体

災害VC連絡会議（宮城）・丸森町情報共有会議
台風19号被害対応の会議（福島）・いわき市支援者情報共有会議
被災者支援いばらきネットワーク会議（茨城）
がんばろう栃木！情報共有会議（栃木）
埼玉県情報共有会議（埼玉）
東京都災害ボランティアセンター情報共有会議（東京）
台風19号かながわ災害支援者連絡会（神奈川）
長野県災害時支援ネットワーク会議（長野）
静岡県情報共有会議

2020 令和2年7月豪雨
約200団体
（内、県外約50団体）

福岡県情報共有会議
大分県情報共有会議
熊本県火の国会議

2021

令和3年7月大雨 約50団体 静岡県情報共有会議

令和3月8月大雨
佐賀・約35団体
福岡・約30団体

葉隠会議（佐賀）・情報共有会議（福岡）

2022
8月大雨 約35団体 情報共有会議（新潟県）

台風15号 約70団体 県情報共有会議（静岡県）

近年の災害時における情報共有会議
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社会福祉協議会

被災者支援のための行政・社協・NPO等の連携の必要性

NPO等

被災者の困りごとや
ニーズ

被災地内・外ＮＰＯ等

中間支援組織

災害ボランティアセンタ－

地域支え合いセンター
地域福祉活動等

行政

国・都道府県

市町村

それぞれのリソースを

持ち寄り、連携・協働

情報共有・調整が重要

被災者支援に関わる

NPO、企業、専門職等

ボランティア活動を

希望する個人
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NPOの協力による避難所の環境向上例

○ 関東・東北豪雨（平成27年）では、避難所運営に長けたNPOの助言に基づき、常総市の避難所にお
いて高齢者等の福祉避難スペースの居住性が大幅に向上。

○ 熊本地震（平成28年）では、熊本県関係部局、熊本市、ＮＰＯが協働して、避難所の環境改善を目的
とした「避難所アセスメント」を実施し、その結果に基づき生活環境を向上させた。

○ NPO等が調査した避難所の様子は、政府現地対策
本部および熊本県に報告され、結果を受けて、行
政・NPO・ボランティア等が避難所の生活環境の
向上を図った。

○ これにより、高齢者・子連れ家庭に配慮した避難
所の居住スペースの調整が行われるなど、避難所
の生活環境改善につながった。

出典：内閣府「特集 平成28年熊本地震におけるNPO等の活動について」、NPOくまもと資料

○ 常総市の避難所において、避難所運営に
長けたNPOの助言に基づき、民間企業
から提供を受けた段ボール等を用いて、
高齢者等の多い福祉避難スペースに段
ボールベッドを導入。

○ 床からの冷気やほこりの巻き上げが防止
され、居住性の大幅な改善が図られた。

出典：水害時の避難・応急対策検討ワーキンググ
ループ報告（平成28年3月）

関東・東北豪雨 熊本地震

第2編第2章第6節(2)避難所の運営管理等 「市町村は，各避難所の適切な運営管理を行うものとする。
この際，･･･避難所運営について専門性を有した外部支援者等の協力が得られるよう努める（後略）。」

防災基本計画改正（平成２８年５月）
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令和元年房総半島台風（台風15号）
⚫ 停電934,900世帯・断水127,307世帯

⚫ 屋根瓦・外壁などの損壊・室内外の散乱、雨による二次被害の拡大、通電火災、災害ごみ処理

⚫ 被害状況

⚫ 災害ボランティアセンターの開設

千葉県内22箇所・東京都大島町で災害VC・社協VCで受け入れ（9月7日～25日13,980名）。

⚫ 千葉県情報共有会議（三者連携）

千葉県・千葉県社協・地元NPOらによる情報共有と今後の支援策の

方向性を確認。約40名参加。

⚫ ブルーシート対応会議

• 圧倒的なブルーシート展張のニーズに、県・内閣府・国交省（建設業協会）・

自衛隊・消防・NPOの官民連携が実現した（NPO11団体で707軒に対応）。

• 要援護者世帯に対して、各機関が調整のうえ、個別の世帯に対応。質の担保

のため、技術系NPOによる講習会も開催。

BS展張に実績のある専門NPOが講師
となり、自衛隊員に研修を実施
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出典：JVOAD・長野県・災害NGO結

令和元年東日本台風（台風19号）

⚫ One NAGANO

• 被災地の随所で災害廃棄物が積
み上げられてしまい、暮らしにも
支障が出た。

• 内閣府・環境省・自衛隊・長野県・
長野市・警察・災害VC・NPO等、そ
して地元住民が連携。

• 全国から軽トラックボランティアが
続々と集まった。

• 短期間のうちに、災害廃棄物を被
災地区外に搬出できた。

• この作業できれいになっていく地
元を何より喜び、明日への希望を
見出したのは、被災者自身であっ
た。
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【参考】長野県地域防災計画
第３７節 ボランティア活動の環境整備(2) 実施計画

県（危機管理部・健康福祉部）及び市町村は、国内の主要な災害ボランティア団体やボラ
ンティア関係団体、中間支援組織（ボランティア団体・ＮＰＯ等の活動支援やこれらの異なる
組織の活動調整を行う組織）と連携し、ボランティアグループ・団体相互間の連携を深める
ため連絡会議等の設置を推進するとともに、災害時を想定した訓練や研修の実施に努める
ものとする。

第３節 非常参集職員の活動 (4) 災害対策本部の設置 (ア) 災害対策本部室の活動要領

ｆ 上記のほか、災害対策本部室の中に、被災地支援に取り組むＮＰＯ・ＮＧＯ等との連携・
調整体制の構築を図るため「ＮＰＯ・ＮＧＯ代表等」を置く。

ｇ 「ＮＰＯ・ＮＧＯ代表等」は、広域的災害ボランティア支援団体のネットワー クの代表者
及び同様の活動を行う団体の代表者等により構成する。

↑災害対策本部訓練の様子（ほぼ変わらない・訓練通り実施できた）↑実際の災害対策本部会議 8



災害中間支援組織の現状（19/47都道府県）

１．北海道： 北の国災害サポートチーム（きたサポ）

２．岩手県： いわてNPO災害支援ネットワーク（INDS）

３．埼玉県： 埼玉県災害ボランティア団体ネットワーク「彩の国会議」

４．千葉県： 災害支援ネットワークちば（CVOAD）

５．東京都：東京都災害ボランティアセンターアクションプラン推進会議

６．神奈川県： 災害復興くらし応援・みんなのネットワークかながわ（みんかな）

７．長野県： 長野県災害時支援ネットワーク（N-NET）

8．静岡県： 南海トラフ巨大地震等に備えた災害ボランティアネットワーク委員会

９．三重県： みえ災害ボランティア支援センター（MVSC）

１０．京都府： 京都府災害ボランティアセンター

１１．大阪府： おおさか災害支援ネットワーク（OSN）

１２．兵庫県： 災害救援ボランティア活動支援関係団体連絡会議

１３．奈良県： 奈良防災プラットフォーム連絡会

１４．岡山県： 災害支援ネットワークおかやま／岡山NPOセンター

１５．広島県： 災害支援ひろしまネットワーク会議

１６．福岡県： 災害支援ふくおか広域ネットワーク（Fネット）

１７．佐賀県： 佐賀災害支援プラットフォーム（SPF）

１８．熊本県： くまもと災害ボランティア団体ネットワーク（KVOAD）

１９．宮崎県： NPO法人宮崎文化本舗

・福島県は設立準備中（ふくしま県域災害支援ネット ）

・新潟県・岐阜県は「県域ネットワーク」は存在するが、災害中間支援組織がない

・そのほかの府県は、設置に向けた動きの有無に温度差がある
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各種ガイドラインの作成 https://jvoad.jp/guideline/
独立行政法人福祉医療機構（WAM）助成金

新型コロナウイルスの感染が懸
念される状況におけるボラン
ティア・NPO等の災害対応ガイド
ライン（2020）

新型コロナウイルス

避難生活お役立ちサポートブック
（避難生活改善に関する専門委
員会・2021）

⚫ 災害中間支援組織
被災者のため、自発的かつ組織的に支援を行うNPO等の活動をサポートし、行政・社協・
NPO等などのセクター間の連携を進め、課題解決のための被災者支援コーディネーショ
ンを行う組織

⚫ 被災者支援コーディネーションの定義
連携推進・全体像把握・活動支援・課題解決の調整

⚫ めざすもの
被災者のニーズに対して、支援の「もれ・むら」がない状況

被災者支援コーディネーション・分野別
「家屋保全」「子ども支援」「食と栄養」（2021）
「物資」「外国人」（2022）
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「官民連携による被災者支援体制整備」モデル事業について（令和５年度～）

官民連携（三者連携）の体制 モデル事業（令和５年度）

○ 官民連携（三者連携）による被災者支援の充実・強化を図る上で、

ＮＰＯ・ボランティア団体等の活動支援や活動調整を行う「災害中間

支援組織」の役割が重要

○ 現在、１９の都道府県で災害中間支援組織が活動中（R5.4現在）

○ 内閣府としては、全ての都道府県に災害中間支援組織を設置すべく、

ＪＶＯＡＤ（全国域の災害中間支援組織）とも連携し、令和５年度か

ら、災害中間支援組織の設置・機能強化等に向けたモデル事業を開始

○ 内閣府では、災害が激甚化・頻発化する中、官民連携による被災者支援の取組強化を図るため、令和５年度から
「災害中間支援組織」の設置・機能強化等を支援するための新たなモデル事業を開始

○ 「災害中間支援組織」の設置・機能強化等に関し、必要な知見・ノウハウ等の把握・収集において参考となる
８県を選定し、ＪＶＯＡＤ（全国域の災害中間支援組織）の協力も得ながら、各県でモデル事業を展開

行 政

（都道府県・市町村）

災害中間支援組織

（ＮＰＯ等）

災害ボランティア
センター

（社会福祉協議会）

一般の
ボランティア

専門的な技能
等を持つボラン
ティア団体等

活動支援
・活動調整 活動支援

・活動調整

平 時：関係者と意見交換等を行うなど顔の見える関係を構築

発災時：情報共有会議を開催するなど被害状況の把握、被災者支援の情

報共有・活動調整等を実施

モデル事業
実施県

○岩手県※ ○長野県※ ○愛知県 ○三重県※

○岡山県※ ○香川県 ○徳島県 ○佐賀県※ の８県

モデル事業
の

主な取組

・行政や民間団体等との官民連絡会の立上げ

・官民連携促進イベント（シンポジウム等の開催）

・行政・民間団体等との訓練

・自治体職員や地域住民に対する研修

・先進的な取組地域等への視察

・県内防災関係団体の現状調査 ほか

【モデル事業のイメージ】

行政と民間団体等との訓練

行政や民間団体等との官民連絡会の立上げ

官民連携促進イベント
（シンポジウム・フォーラム等の開催）

（注） 「※」は、災害中間支援組織が活動している県
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2022年9月／台風15号（静岡県清水区）
災害ボランティア愛・知・人

• 時期:2022年11月（災害から2か月）
• 依頼主：80歳の一人暮らし女性
• 経緯：老朽化で風呂の屋根が破損。これまで何度も

自分でブルーシートを張ってしのいでいたが、台風
の強風でブルーシートが無くなった。体力的にもう
できないので助けて欲しいと社協に相談が入った。

• 対応：リフォームは金銭的にできないとのこと。ま
ずは木が朽ち果てた室内の屋根を補修。屋根は下に
シートを敷いて保管してあった瓦を並べ、ブルー
シートが飛ぶ心配のない施工法で完了。

このほかにも、福島県沖地震で兄弟妹の3人暮らし。 3
人とも精神障害があり、比較的症状が軽い弟から「地震
で壁が崩れてなくなったのでブルーシートを張っていた。
夏は涼しくてよかったが、冬になって寒さに耐えられな
くなった」と社協に相談。社協から今更ですが…と連絡
があり、1月に対応。交通費は町から至急、社協職員4
名も現場で手伝い。

（愛･知･人「福祉案件」報告書より）
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2022年3月／福島県沖地震
みなみそうま災害支援チーム このゆびとまれ

震災発生当初の緊急時は、技術系ボランティアのコーディネート、風呂や給
湯器が壊れた人への入浴チケット支援、被害が大きかったお宅への訪問活動を
行ってきた。発災から半年が経過するなかで、以前から地域の課題としてあっ
た高齢独居世帯や障がい者世帯の孤立・孤独感、貧困、引きこもり、アルコー
ル依存などが浮き彫りになっていった。そのような世帯には継続的に訪問活動
を続け、経験が浅いスタッフに訪問の際のチェックポイントや記録の仕方につ
いて伝えた。
一つの事例として、どの支援制度にもつながっておらず孤立していた男性が

いた。母屋の瓦の落下、納屋が倒壊していたことから声をかけたところ、病気
がありネコを多頭飼いしている60代男性が単身で住んでいた。家の中は物だら
けで、ネコのにおいが家中に充満していた。地震の被害だけではなく、生活す
ることにも困難があると判断した。この男性の生活を支える仕組みをつくるた
め、保健師と社会福祉協議会に情報共有を行なったが、どちらも状況の把握の
みで直接の支援にはつながらなかったため、地区の民生委員と情報共有を行い、
見守りを続けてきた。ある日定期的な訪問の際に、男性は呼びかけに応じず様
子がいつもと異なることから、近くに住む親戚を呼び、この男性の姉を呼んで
もらった。そのときは、呼びかけになんとか応じたものの、大丈夫と小さな声
で言っていたが、翌朝に亡くなっていたということがあった。男性の姉からは、
定期的な訪問がなければ発見が遅れたかもしれないこと、亡くなる直前に話せ
たことに感謝された。行政や福祉サービスにつながっていれば、もっと長く生
きられたのではないかと悔やまれるが、災害がきっかけとして生活が困難な人
を発見し、最期を見届けられたのは貴重な経験となった。

（震災がつなぐ全国ネットワーク派遣者からの報告書より）
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2011年3月／東日本大震災（広域避難者支援）
愛知県被災者支援センター

愛知県被災者支援センターにおいては、今日のような災
害ケースマネジメントの定義付けが定着する以前から、
「東日本大震災および原発事故に伴い、愛知県が設置し、
NPOへ事業委託する形で、避難された一人ひとりの被災
（被害）状況や生活状況の課題（主に健康、住居、就業･
就学、暮らし、子ども、賠償等）を個別訪問やアンケート
調査、交流相談会等で把握した上で、専門家等関係者（弁
護士、司法書士、臨床心理士、保健師、医師、看護師、医
療関係者、社会福祉協議会、コミュニティーソーシャル
ワーカー、大学教員等研究者、生活協同組合、外国人支援
NPO、災害救援NPO等）および受入市町村と定期的な協
議等を重ねるなどして連携しながら、一人ひとりが抱える
当該課題等の解消に向けて、12年間継続的に支援すること
により、被災者の自立・生活再建が進むようマネジメント
してきた。

• 県による継続した財源の確保があったこと
• センターからの呼びかけや評判を聞きつけ、様々な専

門家等が応じたこと
• 12年間、2週間毎に定期的な会議を実施し、避難者の

課題解決に向けて、粘り強く対応してきたこと
• それを可能にした組織基盤と担当スタッフの体制が

整っていたこと
• 主管するスタッフによる毎回の会議案内、進行、記録

が充実したことで、課題の要因やその解決のための経
緯を共有できたこと

一人ひとりの暮らしに寄り添って
愛知県被災者支援センター10年のまとめ
http://aichi-shien.net/modules/d3downloads/index.php?cid=7
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私たちが生きる現代社会

• 毎年相次ぐ風水害「21世紀は水害の世紀」・台風の大型化

• 近い将来の発生が危惧される「首都直下地震」「南海トラフ地震」「千島・日本
海溝地震」「日向灘・南西諸島海溝地震」など

• withコロナからafterコロナへ

いのちを守る「2つのフェーズ」（災害直前直後と災害後の避難生活）

自助・共助・公助と言うが、

✓超高齢社会（昔は自分でできたことが難しくなっている）

✓地域の希薄化（昔のように「隣近所声かけて」が難しくなっている）

✓「助けて」と言えない「生きづらい」格差社会（コロナでますます深刻化）

• 声が届かない方、声を出せない方の存在に誰が気付き、必要な支援にどうつなぐ
かは、どの災害でも課題に。感度の良い多様なアンテナが平時から必要。

• さらなる民民連携の促進＋官民連携の根本的な理解向上と強化策を。

• 多様なニーズに対する多彩なボランティアのすそ野を広げよう。

多様な支援主体が連携して対応していくしかない！
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➢ 1995年 阪神・淡路大震災
「ボランティア」

➢ 2004年 台風10個上陸で相次いだ水害・新潟県中越地震
「ボランティア＋災害ボランティアセンター」

➢ 2011年 東日本大震災
「ボランティア＋災害ボランティアセンター＋NPO・企業等」

➢ 2016年 熊本地震
「ボランティア＋災害ボランティアセンター＋NPO・企業等＋情報共有会議」

➢ 2020年 withコロナ（地域主体・IT活用・納得感ある支援）

➢ 次の災害に向けて
「ボランティア＋災害ボランティアセンター＋NPO・企業等＋情報共有会議
＋災害中間支援組織（連携・協働・コーディネーション）」

ボランティア元年から四半世紀～災害支援の進化・深化

17

✓ 一般ボランティアと専門性を高めてきたNPOとの違いの理解と評価
✓ 災害中間支援組織を軸とする民民連携・官民連携の推進
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